
１　公社賃貸施設を希望される場合は、次の申込書類をもって審査いたします。

申込書類

２　上記申込書類の他に、必要な添付書類は次のとおりです。

（１）申込者が個人の場合

1

2

3

4

5

（２）申込者が法人の場合

1

2

3

4

5

※裏面もご参照下さい。

申込書類第１

申込書類第５

申込書類第４

申込書類第３

申込書類第２

誓約書

事業計画

賃貸施設における経営計画

申込者・資産の概要

賃貸施設申込書

　印鑑登録証明書

　住民票 抄本（特別）
　※本籍、筆頭者、続柄の記載のあるもの

　残高証明書

１通

１通

１通

部数

連　帯　保　証　人 （ ２ 名 ）

　所得証明書

　資産証明書
　※資産評価額の記載のあるもの

　住民票 抄本（特別）
　※本籍、筆頭者、続柄の記載のあるもの

１通

部数書　　　類

１通

申　込　者　本　人

書　　　類

部数書　　　類

　所得証明書

　印鑑登録証明書 各１通

各１通

各１通

―

―

―

―

公社賃貸施設／申込書類及び添付書類

　法人税等の納税証明書

　直近、過去３年分の決算書（写し）
　（賃借対照表及び損益計算書）

　印鑑証明書（法人）

　法人登記事項証明書
　（全部事項証明書）

　定款または寄付行為（写し）

１通

各１部

１通

１通

１部

　住民票 抄本（特別）
　※本籍、筆頭者、続柄の記載のあるもの

―

―

書　　　類 部数

申込書類第６ 連帯保証人・資産の概要（２名分）

連　帯　保　証　人 （ ２ 名 ）

各１通

―

―

　所得証明書 各１通

　印鑑登録証明書 各１通

申　込　法　人



３　留意事項

（１）

（２）

（３） 　施設の転貸等は禁じられています。

（４） 　連帯保証人になられる方については、必ず連帯保証になる旨の了承を得て下さい。

　申込書類及び添付書類が完備していても、暴力団関係者及び疑わしき者については、賃貸を

認めておりません。

　また、共同の秩序を乱す者、又は、公社の指示に従わない者も賃貸を認めておりません。

　賃貸料等は、原則、毎月２６日に金融機関自動振替といたします。

　２ヶ月以上滞納した場合、催告によらず契約を解除することとなりますのでご注意下さい。

　【お問い合わせ先】

　　〒900-0029　那覇市旭町１１４番地７

　　　沖縄県住宅供給公社

　　　住宅部　事業課　公社住宅係

　　℡ ０９８－９１７－２４３２



（申込書類第１）

沖縄県住宅供給公社　 　殿

賃貸施設 階 棟 号

営業種目

令和 年 月 日

※書類への押印は、法人の場合は法務局に登録されている登録印を、個人の場合は市町村
に登録されている実印を押印して下さい。

フリガナ

電 話 番 号

フリガナ

賃　貸　施　設　申　込　書

申
　
込
　
者

電 話 番 号

担当者氏名

所　在　地
（ 住 所 ）

実印
氏　　　名

（ 代 表 者 ）

名　　　称
（ 社 名 ）



（申込書類第２）

申　込　者

資産の概要

営業種目

資 本 金
（元 入 金）

　　　　　　年　　　　月　　　　日

 〒

実印

設立年月日
（生年月日）

所 在 地
（現 住 所）

名　　称
（氏　　名）

現金預金

そ の 他

建 物

土 地

有価証券

名 称 ・ 所 在 地 数 量 評 価 額 摘 要種 類



（申込書類第３）

賃貸施設における経営計画

経営方式

形　　　態

責任者住所

責任者氏名

円　　　

株式　・　有限　・　個人　・　その他(　　　　　　)

営業種目に関する従事経験 年　　

資本金または元入金

経　　　　　歴
（経営に関する免許資格等があれば一般の経歴に併せて記入して下さい。）

予定仕入先

年　　 経営経験

名　　賃貸施設における予定従業員数



（申込書類第４）

事　業　計　画

イ　資金調達

ロ　資金運用

ハ　１年間損益計算書（開店後１年の推定）

金　　額

営業経費

純 利 益

売　　上

売上原価

給与手当

科　　目

円 

円 

円 

円 

円 

円 

円　　　自 己 資 金

円 円 

合　計 円 

円 

支出項目 金　額 支出項目 金　額

円 

合　計 円 

借入金 借入先 借入先住所

円 

申込人との
関　係

借入金額

円 



（申込書類第５）

　沖縄県住宅供給公社理事長　　殿

申込者 住　　所

　申込者は下記の事項を確約いたします。

１　自ら又は従業員が、暴力団員、暴力団関係企業、総会屋若しくはこれらに準じる者又は

　その構成員（以下総称して「反社会的勢力」という。）ではないこと。

２　自らの役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準じる者をいう。）が

　反社会的勢力ではないこと。

３　反社会的勢力に自己の名義を利用させ、施設賃貸借契約を締結するものではないこと。

記

誓　　約　　書

令和　　　年　　　月　　　日

法人名・
代表者名

（又は氏名）
印



（申込書類第６）

連帯保証人

資産の概要

勤務先の住所

実印

数量名 称 ・ 所 在 地 評価額 摘要

そ の 他

建 物

フリガナ

氏　　　　名

連　 絡　 先
（ 電 話 番 号 ）

現　 住　 所

申込人との関係

勤　 務　 先

土 地

有 価 証 券

現 金 預 金

種 類

勤務先の電話番号

年　　　　収



（申込書類第６）

連帯保証人

資産の概要

建 物

そ の 他

有 価 証 券

土 地

種 類 名 称 ・ 所 在 地 数量 評価額 摘要

現 金 預 金

勤務先の住所

勤務先の電話番号

年　　　　収

現　 住　 所

申込人との関係

勤　 務　 先

連　 絡　 先
（ 電 話 番 号 ）

フリガナ

氏　　　　名 実印


